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課題名  Ｓ− １ 21世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合的炭素収支研究 

テーマIII アジア陸域生態系の炭素収支変動予測と21世紀の炭素管理手法の検討 

課題代表者名  甲山隆司 （北海道大学大学院地球環境科学研究院） 

研究期間  平成14－18年度 合計予算額  495,133千円（うち18年度 110,000千円） 

※上記の予算額には間接経費114,160千円を含む 

研究体制 

（１）陸域生態系吸収・放出の近未来予測モデルの開発 （筑波大学、国土交通省気象庁気象研究

所、独立行政法人海洋研究開発機構） 

（２）陸域炭素循環モデルの国際比較と高度化 （独立行政法人国立環境研究所） 

（３）二酸化炭素収支のモデルによる予測のための情報基盤整備 （北海道大学、独立行政法人産

業技術総合研究所、筑波大学） 

（４）21世紀の陸域炭素管理オプションの総合評価と炭素収支の統合予測モデルの開発  （独立行

政法人国立環境研究所） 

研究概要 

１．序（研究背景等） 

人間活動による炭素循環への影響が顕著になり、気候変動のリスクが高まっている。しかしなが

ら、今後100年間を見通して、陸域生態系における炭素収支の変動を中心とした、炭素循環変動リ

スクに対して人間社会がどのように対処してゆくのかについての研究は十分にはなされていない。

特に人間活動と炭素循環の相互作用や炭素循環の管理に関する知見は著しく不足しているのが実

情である。本研究では、アジア地域の統合的炭素収支変動予測に基づいて 21世紀の炭素管理手法を

検討することを目的として、（１） 陸域生態系変動予測モデル、（２） 陸域炭素循環モデルの国

際比較と高度化、（３）予測モデルのための情報基盤整備、（４）炭素収支統合予測モデルと炭素

管理オプションの総合評価に関する研究を実施するとともに、研究成果を政策的に反映させ、活用

を図っていく方策や仕組みの検討についても先駆的に取組んだ。 

  

２．研究目的 

 本テーマでは、並行してテーマIで行われる、詳細な陸域生態系の炭素フラックス観測に基づい

た炭素収支推定の広域化と長期予測を行うために、1)生態系予測モデルの相互比較、2)衛星観測に

よる光合成有効放射量変化および新たな土地被覆図の生成、3)既存の森林生態系長期観測プロット

データによる生態系パラメータの解析、を個別に進め、テーマIおよびそれぞれの成果を統合して、

当該地域の純一次生産量(NPP)と純生態系生産量の積算とマッピングを完成させることを第一目的

として設定した。これに基づき、さらに、人間活動を組み込んだ炭素管理モデルの提示と、国際モ

デル比較を行い、今後の炭素管理オプションを評価するための統合モデルを開発して、政策に反映

させることを第二目的とした。 

以下の4サブテーマ体制を組んで実施したが、サブテーマ（３）の衛星観測や既存データによる

広域化の評価データをテーマIの観測とともにサブテーマ（１）のモデルによるマッピングに活用

し、またサブテーマ1の生態系モデルをサブテーマ（４）の統合予測モデルのベースにして炭素管

理評価を行い、本プロジェクトの研究成果をサブテーマ（２）のグローバル・カーボン・プロジェ

クトと連携した国際比較のなかで評価していくなど、それぞれのサブテーマを密接な共同作業とし

て実施した。 

 

（１）陸域生態系吸収・放出の近未来予測モデルの開発 

本サブテーマでは、陸域生態系の炭素循環モデルを開発し、東アジア地域の炭素収支をシミュレ

ートすることを目的とした。ここでは大気-陸面相互作用に重点を置いたBAIM、生物地球化学的過

程に重点を置いたSim-CYCLE、数理生態学に重点を置いたTsuBiMoの3モデルが参加し、東アジア地

域を中心としたシミュレーションを実施した。各モデル間の結果を相互比較することにより、各モ

デルの特徴を明確化し、現在のモデル推定における共通の傾向や不確実性に関する検討を行った。 

（２）陸域炭素循環モデルの国際比較と高度化 

人間活動を統合した炭素管理に関係する国際モデル比較を実施することで、本プロジェクトにお

ける陸域炭素収支および管理に関する統合モデル開発にフィードバックすることに資することを

目的とし、本サブテーマでは、以下の3課題について検討を行った。 

・ グローバルな炭素循環を推定する陸域生態系モデルの国際比較 
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・ 自然―社会統合モデルの国際的モデル比較 

・ グローバルな炭素循環に関する最新の統合的な知見の集約 

（３）二酸化炭素収支のモデルによる予測のための情報基盤整備 

陸域生態系の詳細な生理・微気象観測の成果を広域化して東アジア広域の炭素収支を評価するた

めに、既存生態系観測データと、リモートセンシングによる植生パラメータ解析を目的として、以

下の2サブサブテーマについて研究を進めた。 

１）地球観測衛星データによる植生解析、地上測定データベースの公開、および地上観測ネット

ワークを利用した土地被覆図の改訂 

２）東アジアの森林生態系の既存固定調査区データに基づいたデータベース化とメタ解析  

（４）21世紀の陸域炭素管理オプションの総合評価と炭素収支の統合予測モデルの開発 

本サブテーマでは下記の3課題に関する研究を実施した。 

１）炭素管理に係わる統合予測モデルの開発と陸域炭素管理オプションの評価 

２）中長期的な陸域炭素収支変動を考慮した統合的炭素管理モデルの開発 

 

３．研究の方法及び結果 

（１）陸域生態系吸収・放出の近未来予測モデルの開発 

 気象研究所で開発されているBAIMは気候モデルに組込んで使用することを想定しており、大気-

陸面の相互作用、特に物理的過程に重点を置いている。このモデルは気候 -炭素循環の相互作用を

シミュレートすることができ、例えば大気CO2濃度の時空間分布を推定して観測と比較することが可

能である。国立環境研究所・海洋研究開発機構・筑波大学で開発されたSim-CYCLE（その改良版）

は生理生態および生物地球化学的過程に重点を置いたモデルであり、大気との CO2交換だけでなく生

態系内での炭素動態を詳細にシミュレートすることを目的としている。国立環境研究所で開発され

たTsuBiMoは数理生態的な手法で地点レベルの観測データに基づいてパラメータを調節し、広域的

な炭素収支の評価につなげている。それぞれのモデルを用いて、日本周辺を中心とする東アジア地

域について2000～2005年（TsuBiMoは2002年まで）の陸域炭素収支をシミュレートした。一部のモ

デルはテーマIで実施されたフラックス観測サイトで検証が行われた。各モデルでは使用した入力

データや空間分解能は異なっているが、純一次生産(GPP)の空間パターン（図1は改良版Sim-CYCLE

のもの）はよく類似していた。正味炭素収支は、生産力だけでなく土壌有機物分解の環境応答にも

影響されるが、多くの期間・地域においてモデル間で共通する変動傾向が見られた。このように異

なるモデルで共通した傾向が見られたことは、モデルアプローチが不確実性の幅を超えた信頼性の

ある結果を与えていることを示唆すると考えられる。一方、モデル間の差違点についてはモデル間

の応答感度などに関するより詳細な検討の必要性を示唆している。 

 

 
図１ 生物地球化学的な陸域生態系モデル（Ito et al., 2005）による 

東アジア地域の（a）純一次生産(GPP)および（b）純生態系生産(NPP)。 

 

（２）陸域炭素循環モデルの国際比較と高度化 

１）グローバルな炭素循環を推定する陸域生態系モデルの国際比較 

「炭素-気候-人間システム統合モデル」を国際比較することにより、完成度が高いモデルを選出

することを目的とし、統合モデルに関するデータを収集した。モデル利用（検証）、ないしモデル

間での比較を行う際の基本情報として、モデルのロジック、入出力データの種類およびデータフォ

ーマット、モデルから導き出された結果、関連文献などの情報を収集し整備した。収集したデータ
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を利用して、炭素・気候・人間システムの3つのコンパートメントを含み，ローカルスケールから

グローバルスケールを網羅する200以上のモデルを調査対象として、モデルの構成要素による分類

と比較を実施した。 

２）グローバルな炭素循環を推定する陸域生態系モデルの国際比較 

 陸域生態系モデルの情報を収集・整理を実施した。特に、入力データセットとして、どのような

種類、時間・空間分解能が必要なのかを明らかにし、入力データセットの整備について検討した。

また、時間・空間分解能など適用要件の異なるモデルに対し、入力データセットを共通利用できる

のか、さらに、入力データの種類が異なる中で、出力された結果を比較すること自体にどれほどの

妥当性があるのかなどの検討を行った。陸域生態系のモデル間比較を行った例は尐数であるが収集

し、それに加えてモデル比較を行った結果、入力データ、特に日射データの精度が炭素収支の推定

結果を大きく左右することを示唆され、高精度データ整備の重要性が示された。 

３）グローバルな炭素循環に関する最新の統合的な知見の集約 

 CO2の排出や吸収に関する情報を収集し、全球における炭素循環は下記の通りに整理された。 

 2000～2005年は、1990年代と比較すると、排出は1～3%増加し、大気中CO2濃度の増加率は

1.5～3%になる。 

 大気中のCO2濃度の増加の内8%は陸域生態系の吸収機能の低下による。 

 土地利用変化による排出は、1959～2005年は平均1.5 Gt C yr-1であり、2000年以降はアジ

アと南米の熱帯林からの排出が大半を占め、アジア、南米共に0.6 Gt C yr-1の排出となっ

ている。 

 

（３）二酸化炭素収支のモデルによる予測のための情報基盤整備 

１）アジア地域における地球観測衛星による植生パラメータ算出とアルゴリズム評価に関する研究  

衛星重視型モデルである、陸域生物圏モデル"BEAMS (Biosphere model integrating 

Eco-physiological And Mechanistic approaches using Satellite data)"を用いて炭素収支の推

定を試みた。BEAMSでは、植物が光合成を行うための光合成有効放射量(PAR)と、どこに植生がある

か(土地被覆図)、さらに、植物の生産性のポテンシャルを規定する重要なパラメータである植生季

節変動の３つが入力情報としての衛星プロダクトとして特に重要となる。植生季節変動は、衛星デ

ータから得られるLeaf Area Index (LAI)とa fraction of absorbed Photosynthetically Active 

Radiation (fPAR)によって規定される。これら主要3パラメータのうちPARと土地被覆図について、

高精度の新たなプロダクトを作成し、S1テーマ1のグループとも連携を図りつつ、アジアの主要な

土地被覆に現地観測網を整備し、検証を行った。fPAR、LAIについては既存のデータセットの検証

を行った。これらを入力データとし、モデルで推定された炭素収支動態の季節変動について、テー

マ1で得られた地上検証との比較から、検証およびその要因を検討した。さらに、地上観測から衛

星観測、モデル推定結果までの膨大でかつ、多種多様なデータを効率的に処理するための研究支援

環境(GEO Grid)の開発も試みた。 

   
図２ 左:PARマップ、中央:土地被覆図、右:BEAMSによるNPP推定結果 

 

２）東アジアの森林生態系の既存固定調査区データに基づいたデータベース化とメタ解析  

 テーマIで進めた陸域生態系のいくつかの観測サイトにおける詳細な生理・微気象フラックス観測を広域化

し、生態プロセスの影響を評価して長期予測を可能にするために、東アジアの森林生態系の既存固定調査区デ

ータおよび伐採計測データに基づいたデータベース化を進めて、公開した。調査区間の比較解析から、現存量、

純一次生産量、樹木種多様性の地理的な変異パターンを抽出し、気象データと結びつけた。温帯性の落葉樹林

や亜寒帯性の常緑針葉樹林では、緯度・標高傾度に沿った積算温度の低下に対する生態系機能の低下が、熱帯・

暖温帯の常緑広葉樹林のように著しくなく、季節環境下で生育好適期を活用する体制を獲得したシステムであ

ることを指摘した。また、森林プロットデータの解析に基づいた長期の森林生態系変化予測のために、樹木サ

0         1000  

(g C m-2 yr-1) 
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イズ分布・ギャップ動態・地理的な環境傾度を組み込んだ多樹種系のシミュレーションモデルSALを開発し、炭

素収支の変化におよぼす個体群・群集過程の影響を解析した。特に、未知のパラメータである種子分散能力等

の関数として、森林帯境界の移動が、温暖化に対して際立った遅れを生じて追随する可能性を指摘した。また、

同じ撹乱頻度でも、撹乱を受ける林分の齢依存性によって、森林生態系の樹種多様性が変化することを見い出

し、林分の時間的な発達過程の重要性を指摘した。 

 

（４）21世紀の陸域炭素管理オプションの総合評価と炭素収支の統合予測モデルの開発 

１）炭素管理に係わる統合予測モデルの開発と陸域炭素管理オプションの評価  

グローバルな陸域生態系において、主に森林減尐を中心とした土地利用変化に伴う炭素排出量の

変化が熱帯地域の途上国を中心に進行中である。そのため、今後のグローバルかつ中長期的な炭素

収支の管理を検討する上で、土地利用変化の動態を把握し、それに伴う炭素の排出を評価し将来の

予測と対策を検討することは、極めて重要となる。本課題では、土地利用変化活動に伴う炭素収支

の変動を予測するため、陸域生態系モデルと土地利用モデルを組み合わせた統合予測モデルの開発

を行い、炭素の排出抑制ポテンシャルについて分析を行った。統合予測モデルでは、SRES A2シナ

リオに基づいたGDPと人口を入力し、2000年から2030年の穀物価格と丸太価格の経済予測から、森

林と農地・草地間の土地利用変化を予測した。その結果、積極的な森林保全策を採らない限り、熱

帯地域では森林伐採が進行すると推測された(図３)。また、2030年までのグローバルな炭素排出抑

制ポテンシャルは、約2.1 Gt C yr-1の規模であることが分かった。なお、本課題で構築したモデル

は、穀物の収量や将来的な経

済発展シナリオに大きく影響

を受けるため、その違いによ

り約0.3 Gt C yr-1の吸収量の

差が出ることがわかった。 

なお、今回開発した統合予

測モデルは、陸域生態系に対

する人為的な影響を予測する

もので、陸域生態系における

炭素収支の変動要因や、将来

予測を分析することが可能と

なり、今後の炭素管理に関す

る国際レジームの形成に際し

て、科学的なアセスメント手

法の一つとしての役割を果た

すことが期待される。 

 

２）中長期的な陸域炭素収支変動を考慮した統合的炭素管理モデルの開発 

近年気候変動への影響が懸念されている陸域生態系の炭素吸収源機能の変動リスク、つまり陸域

生態系の排出源への転換が、グローバルな温暖化対策に関する国際合意形成に与える影響につい

て、シミュレーション分析を実施した。グローバルな温暖化対策に関する従来の統合評価モデルで

は、陸域炭素吸収源の変動リスクの評価が考慮されていなかったが、本モデルでは、意思決定主体

間における地球温暖化対策に関する国際合意形成を動的ゲームとして記述し、モデルシミュレーシ

ョンによる分析を実施した。基本となる統合評価モデルにRICE (Regional Dynamic Integrated 

model of Climate and the Economy) モデルを用い、その上に炭素吸収源の変動リスクと国際合意

形成の動的ゲームのモデルを組み込んだ。分析の結果、炭素吸収源の変動リスクを考慮することに

より、温暖化影響の損害が大きく評価される場合には、温暖化のさらなる進行による不利益を減ら

すため、排出削減行動が見られた。また、確率的に炭素吸収源が排出源に変化するリスクがある場

合には、将来の急変を回避するための排出削減行動が見られたが、急変後にはかえって温暖化によ

る損害を回復しようとする排出増加行動が見られた。 

 

４．考察 

（１）陸域生態系吸収・放出の近未来予測モデルの開発 

東アジア陸域生態系に関する3種類のモデルによるシミュレーションが実施された。これらのモ

デルは立脚点が気象学、生物地球化学、数理生態学と異なっているが、炭素収支を光合成と生態系

km2
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km2

Deforest Afforest
km2

Deforest Afforest
 

図３ A2シナリオに基づく2000～2030年の土地利用変化  
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呼吸の差として求める手法は共通している。また、空間的パターンとして緯度方向の温度・水分勾

配にそって南から北へ生産力が低下し、内陸の乾燥域に低い生産力が見られる点は共通していた。

時間的な経年変動は、概してモデル間の共通点が見られたが、例年より高温であった 2002年の応答

などはモデル間の差も見られた。地域スケールから全球スケールでは観測データに基づくモデル検

証は非常に困難であるが、モデル間の相互比較を行うことで共通点と差違点を明確にし、今後のモ

デルの高度化において重点化すべき部分を特定することができた。 

（２）陸域炭素循環モデルの国際比較と高度化 

陸域生態系モデルの国際比較により、モデルの結果は、入力データに大きく依存することが示さ

れた。近年では植生動態を組み入れた新しいタイプの生態系モデルが構築されており、それらを含

めた相互比較は、新しい知見を提供しうる段階に入ってきた。また、最新の衛星リモートセンシン

グデータやフラックス観測データを参照データとするモデル間相互比較が近年行われるようにな

ってきた。京都議定書における森林炭素吸収源の問題とも関連して、陸域生態系モデルは刻々と取

得される観測結果を連続的に反映していく一種のデータ同化システムに発展していく可能性が高

い。このようなシステムを構築する上で、既存モデルの特性を相互比較によって明らかにしておく

意義は大きい。 

 地域の炭素収支の合計が、グローバルな炭素循環につながるため、自然や社会だけでなく、双方

を統合化した信頼性の高い統合モデルは、炭素管理に一層役立つこととなる。トップダウン、ボト

ムアップによる炭素収支計測の精度向上は進んでおり、地域単位での高精度な炭素収支モデルの構

築が実現しやすい状況になってきた。 

 グローバルな炭素循環に関する最新の統合的な知見の集約により、大気中の CO2濃度の増加の17%

の内、経済活動における炭素強度の悪化が9%、自然の吸収源の減尐が8%に及び、その他の83%が世

界経済の発展によるものであることが整理された。また、土地利用変化にともなうCO2排出は、1990

年では南米の熱帯林からの排出が大半を占めていたが、2000年には三分の二に減尐し、ほぼ横ばい

状態の東南アジア地域からの排出量と同程度となった。このトレンドが続く限り、今後はアジア地

域の排出抑制が重要になると考えられる。 

（３）二酸化炭素収支のモデルによる予測のための情報基盤整備 

 東アジア地域において、衛星観測に基づくBEAMSを用いた5年間平均の年間積算NPP値を空間分布

として推定した。東アジア地域のNPP平均値は595.6 g C m-2 yr-1であった。そのNPP空間分布パター

ンを見ると、全体的に北から南に向かって高くなる傾向を示した。地域別に見ると、平野部や高山

地帯では低いNPP値を示し、植生で被われた森林・草地地帯では高い値を示した。これらの傾向は、

都市化や森林限界等の影響によって植生密度が増減することを考慮すれば、妥当だと考えられる。 

次に、地上観測と衛星観測、モデルを組み合わせて、2003年冷夏の解析を行った。地上観測グル

ープの結果では、複数の地上観測サイトで、2003年7月に日射量とGPPの減尐傾向が観測された。こ

の結果を衛星観測データやBEAMSのモデル推定結果と比較するため、例年7月と2003年7月との偏差

を空間分布で推定した（図２）。まず、衛星観測データMODISから得られた日射量データでは、日

本の東北地方から九州や韓国南部にかかる梅雨前線に沿った日射量の減尐分布を示した。また、日

射量に呼応するように、BEAMSから推定されたGPPも減尐分布のパターンが確認できた。つまり、地

上観測結果を裏付けるような衛星観測・モデル結果が得られたことから、2003年冷夏時には梅雨前

線の停滞によって日射量が減尐し、植生活動が例年と比べて著しく抑制されたことで、結果として

植生の炭素吸収量が減尐したことがわかった。 

 詳細な炭素フラックス観測のデータを広域化、また予測化するためには、観測サイトの代表性の

検討や植生動態をもたらす個体群過程（加入・成長・死亡）のモデル化が必要である。そのために、

既存の長期観測プロットデータを集積・整理できたことは意義深い。我々が初めて予測した、温暖

化にともなう森林植生帯境界移動の遅れは、今後、改訂されたDGVMによって反映・確認されていく

ことになる。 

 

（４）21世紀の陸域炭素管理オプションの総合評価と炭素収支の統合予測モデルの開発 

統合予測モデルによる分析によると、今後 30 年間にわたって現在と同程度の森林減尐の抑制対

策がなされた場合、人為的な土地利用変化に伴う炭素の排出抑制ポテンシャルが、グローバルで約

2.1 Gt C yr-1 と見込まれた。特に南米と東南アジア地域における熱帯林からの CO2 排出が顕著であ

ることが分かった。また、炭素管理を目的とした炭素クレジットの導入は、必ずしも森林減尐の防

止に繋がるものではなく、木質バイオマス利用の促進と併せて用いることが有効であることが示さ

れた。本モデルを用いた熱帯地域のバイオマス推定や土壌中炭素蓄積量の変動予測は、今後の温暖
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化影響予測に利用可能な大きな成果となる。今後、さらに長期的な陸域生態系における炭素動態を

予測するためには、温暖化の進行に伴う森林・農業生態系の生産性の変動を評価した上での、土地

利用変化を推定するモデルへの高度化が必要と考えられる。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

（サブテーマ１） 

 東アジア地域は、北アメリカやヨーロッパに比べるとモデル研究例が尐なく、地域スケールの炭

素収支に関する統合的な知見が不足していたが、本研究では3モデルによる推定結果を示すことが

できた。これにより、炭素収支の広域的な分布や経年変動に関するモデル間で共通するパターンに

ついて検討が可能になっただけでなく、モデル推定の不確実性に関する認識を深化させることがで

きた。また、モデルの開発と検証では多くの観測データが活用され、炭素収支研究の統合化に向け

て大きな貢献を行うことができた。 

（サブテーマ２） 

陸域生態系モデル及び自然－社会統合モデルの国際間比較により、これまで実施例が尐ないこれ

らモデルの比較を行うことの意義を示し、今後のモデル比較の基礎を築いた。また、炭素循環に関

する最新の統合的な知見の集約により、自然生態系のCO2吸収の減尐の大きさを示し、観測結果との

比較を行う基礎を築いた。 

（サブテーマ３） 

 アジアでFlux観測と連携を図った衛星リモートセンシングのための地上検証システムを構築し、

過去数年に及ぶこれまでにない、貴重な長期現地検証データが整備されている。衛星プロダクトと

して新たにPARと土地被覆図を作成した。これらは、陸域の植生についての基盤情報であり、今後

炭素収支研究だけでなく、地球温暖化、エネルギー研究、防災といった多彩な分野で利用が期待さ

れる。衛星重視型モデルBEAMSの開発により、対象地域においてより高精度な炭素収支の胴体につ

いてのマッピングが可能となった。この成果は、予報型モデルSim-CYCLEなどとの比較にも用いら

れることで、予報型モデルの将来予測に対する信頼性評価にも活用される。  

 既存の長期森林観測プロットデータをデータベースとして集積・公開することにより、東アジアの広域にわ

たる森林生態系パラメータ，樹木種個体群動態パラメータ、および樹木群集組成とその動態情報の比較解析が

可能になり、森林利用と保全に関する政策決定に寄与することになった。また、林分の発達段階に沿った生態

系機能の変化のモデル化、バイオームによる温度応答の違いの解明、長期的な温暖化に対する森林帯移動遅れ

の指摘など、重要な知見を公表できた。 

（サブテーマ４） 

陸域炭素管理オプションの評価として土地利用モデルの開発を行い、ポスト京都における炭素吸

収源の評価が可能となった。このモデルは、国際的に受容されうる科学アセスメントの手法の一つ

としてIPCC等でも成果を引用されており、人為的活動による陸域生態系への影響に関しての予測を

行う科学的な手法として大きな成果を挙げたものと考えられる。 

また、テーマIVで実施した「システムアプローチ」に、土地利用モデルを結合した統合予測モデ

ルは、自然科学と社会科学を統合したアプローチであり、世界に先駆けた成果である。さらに、本

テーマで開発された「統合的炭素管理モデル」は、長期的な陸域生態系変動リスクが、中長期の地

球温暖化レジームの形成に大きな影響を与えることを示した世界で初めての分析である。この結果

は、地球温暖化問題の解決を考える上で、生態系攪乱を正確に評価することの重要性を示したもの

であり、今後さらにこの問題に関する世界的な研究の必要性を示す成果となった。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

（サブテーマ１、２） 

 ポスト京都議定書の温暖化対策では、陸域の吸収源（森林・農地・牧草地）に関するより厳密な

温室効果ガス収支評価が求められると考えられる。本研究では、植生から土壌までのフルカーボン

アカウンティングに対応可能な生態系モデルを開発し、地域スケールのシミュレーションを通じて

陸域炭素収支の時空間的パターンを明らかにした。これにより、現在の陸域生態系の機能に関する

理解を進展させただけでなく、今後のポスト京都議定書に関する吸収源評価に向けた有効な手法を

提示することができた。 

（サブテーマ３） 

本研究で得られた炭素収支モデルBEAMSの推定結果は、京都議定書で課題となっている植生炭素
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吸収量の算定に関わる重要な資料、として、温暖化防止政策に関する議論の場へ提供することが期

待できる。また、本研究で提案したGEO Grid研究支援システムは、現在世界規模で進められている

地球観測サミットで決定されたGEOSSの「10年実施計画」や総合科学技術会議の「地球観測の推進

戦略」に対し、あらたな研究支援システムとして寄与することが期待される。植生帯境界移動予測の

フレームワークの提出と、際立った時間遅れの指摘は、陸域生態系の機能や生物多様性の変容を予測するDGVM

（全球植生動態モデル）の精度向上に寄与し、生態系応答の将来予測に基づいた政策策定に反映されることが

期待される。 

（サブテーマ4） 

・ IPCCの第4次評価報告書WG3に２つの論文が引用された。 

・ 本研究の成果に基づいてIPCC報告書「土地利用、土地利用変化および林業に関するグットプ

ラクティスガイダンス」モデルによる検証の章の執筆者として参加した。 

・ 環境省地球環境局「森林等の吸収源に関するワーキンググループ」検討会において、京都議

定書第2約束期間以降における吸収源の取り扱いに関する国際交渉の進展に合わせて提案す

る吸収源オプションの検討において、モデル分析に基づいて検討に貢献した。 

・ 林野庁「地球益・森林環境研究会～シンク戦略部会」検討会において、京都議定書第２約束

期間以降における吸収源の取り扱いに関する総合的な検討に際して、現時点で検討されてい

る吸収源オプションの検討において、モデル分析に基づいて検討に貢献した。 
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